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2010年度予算編成等に関する要請について

　日頃の国政全般における貴職のご尽力に心から敬意を表します。

　さて、先般実施された行政刷新会議「事業仕分け」は、官僚主導による政業の癒着構造から国民に開かれた予算編成を実現するものとして評価されています。一方、事業仕分けの対象選定や方法については、様々な問題点も指摘されています。

　そして、事業仕分け結果を踏まえた今後の予算編成にあたっては、深刻化する景気・経済情勢のもと、予算の無駄を超えた雇用をはじめとする国民生活への影響等への配慮、諸外国及び地方自治体等との関係に影響する制度・政治的課題に係る関係者との協議を踏まえた慎重な対応が求められています。

　つきましては、2010年度予算編成等について、国民生活を支える公共サービスを充実するとともに、従事する労働者の雇用と処遇の安定をはかるため、以下のことを実現されるよう要請します。

記

１．国民に開かれた予算編成に留意するとともに、関係府省との協議について、当該府省の労使間協議及びその結果を尊重すること。

２．天下りを廃し、関係予算をなくすこと。

３．事業または予算の廃止・削減等が、公共サービスの質の低下をもたらさないこと。

４．労働関係法により保護される関係労働者の雇用や処遇に影響することのないようにすること。

５．予算編成の結果に基づき国家公務員及び地方公務員の定員を見直す必要が生じた場合、政府の責任において雇用を確保すること。

また、雇用確保は、公務労協及び関係組合との交渉・協議、合意により措置すること。

以　上

